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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[127,250円]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [8.45人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [14.0%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [141.1%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄
【財政力指数】
　近年の経済情勢により、地方税収入の減などにより基準財政収入額が減少する一方、住民
ニーズの多様化もあり、基準財政需要額は横ばいの状況にある。結果、20年度に比べ0.01ポイ
ント減の0.50となり、類似団体内平均値である0.54を下回ることとなった。引き続き、「行政改革大
綱」、「集中改革プラン」及び「中期財政計画」に沿った歳入の確保・歳出の抑制に努め、財政の
健全化を図る必要がある。

【経常収支比率】
　21年度は、19年度から実施してきた3年間の期限付き職員人件費独自抑制の最終年度であっ
た。このため19年度から3年連続で改善傾向にあり、21年度は類似団体内平均値84.2%を2.1ポイ
ント下回る82.1%となった。しかし、22年度以降は職員人件費が元に戻るため、より一層の「行政
改革大綱」、「集中改革プラン」及び「中期財政計画」に基づく、町税収納率の向上など一般財源
の確保及び経常的経費の削減を図る必要がある。

【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】
　19年度から実施してきた3年間の期限付き職員人件費独自抑制などにより、21年度は類似団
体内平均値の151,363円を24,113円下回る127,250円となった。引き続き「行政改革大綱」及び「集
中改革プラン」に基づき、さらなる財政構造の弾力化に努める。

【ラスパイレス指数】
　21年度は103.9で類似団体内平均値の95.0よりも8.9ポイント高く、類似団体内で最も高い数値
となっており、全国的にも非常に高い水準となっている。
　今後とも、地域民間企業の給与状況を踏まえながら、給与の適正化に努める。

【将来負担比率】
　土地開発公社からの土地購入（返済）が21年度から開始になったことにより、20年度に比べ
26.1ポイント減の141.1%となった。しかし、類似団体内平均値の62.7%よりも78.4ポイント、全国町
村平均92.8%よりも48.3ポイント上回っている状況にあり、全国的にみても高い水準にある。今後
も、後世への負担を少しでも軽減できるように、新規事業の実施について総点検を図り、財政の
健全化を図る必要がある。

【実質公債費比率】
　下水道事業の定期償還金の増額及び、土地開発公社からの土地購入（公債費に準ずる債務
負担行為）により、20年度に比べ0.2ポイント増の14.0%となった。今後とも、起債依存の高い事業
については、事業の整理・縮小を図り、緊急性・住民ニーズを把握しながら、起債に頼らない財
政運営を目指す必要がある。

【人口千人当たり職員数】
　人口の減少が続いており、20年度に比べ0.01人増加となった。類似団体内平均値の10.30人を
1.85人下回っている状況にあり、引き続き「行政改革大綱」及び「集中改革プラン」に基づき、事
務事業の整理・統廃合を進めながら定員の適正化に努める。


